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る立場である抵触法的アプローチ（conflicts approach または choice of law ap-
1）　山田鐐一『国際私法』（有斐閣、第 3 版、2004 年）502 頁。See also Rodolfo De 
Nova, Adoption in Comparative Private International Law, [1961] III RECUEIL DES 




















2）　See J. H. A. Van Loon, International Co-operation and Protection of Children 
with regard to Intercountry Adoption, [1993] VII RECUEIL DES COURS 191, 278. 前者を
「管轄（権）からのアプローチ」、後者を「抵触法（準拠法）からのアプローチ」と
表現するものもある。植松真生「国際養子縁組における養子の本国法について――
法例 20 条 1 項後段の規定との関連において」一橋研究 22 巻 1 号（1997 年）4 頁、
横山潤『国際家族法の研究』（有斐閣、1997 年）204-205 頁、および、櫻田嘉章＝道
垣内正人編『注釈国際私法　第 2 巻』（有斐閣、2011 年）110 頁〔植松真生〕参照。
3）　鈴木敏英「渉外家族関係における養子縁組の法的諸問題」福岡国際大学紀要 13 号
（2005 年）14 頁。
4）　たとえば、CHESHIRE, NORTH & FAWCETT, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 1205 ff. （15th ed. 
2017）などを参照せよ。
5）　14 Geo. 6, c. 26.
























イングランドにおいては、1883 年の Reg. v. Nash 事件判決（（1883） 10 Q. B. D. 
454）が、そのような制度はイングランド法上存在しないことを確認している。See 
OLIVE M. STONE, FAMILY LAW 226 （1977）. これについてはまた、三村芙美子「イギリス
における養子法の若干の考察――Stone’s Family Law IX Adoption を中心に」亜細亜
法学 14 巻 2 号（1980 年）77 頁も参照せよ。
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相続問題が争われた 1954 年の In re Wilson 事件判決 10）、さらには、後述する
1965 年の In re Valentine’s Settlement 事件判決 11）に至るまで、この点に関す




















12）　海老沢美広「外国養子決定の承認」民商法雑誌 75 巻 3 号（1976 年）22 頁参照。
13）　A. V. DICEY AND A. BERRIEDALE KEITH, A DIGEST OF THE LAW OF ENGLAND WITH REFERENCE 
TO THE CONFLICT OF LAWS 500 （3rd ed. 1922）.
14）　Id. at 501-502.
都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 125
て死亡する。その兄弟である N は、当該被相続人の死亡前にカリフォルニア
州にドミサイルを取得し、そこで同州法に従い、A を自らの子として養子縁組










た。にもかかわらず、この準則 136 は、1932 年刊行の同書第 5 版まで維持さ
れている 18）。そこで書かれているのは、「イングランドの法は、（たとえば奴隷





B にはほかに子がない。B は A の養子縁組のあと、イングランドにドミサイルを取
得し、そこでイングランドの基金に資金を残したまま無遺言で死亡する。カリフォ





ァニア州法上の養子の相続権が引き続き認められるとした Ross v. Ross, 129 Mass. 
243 （1880）が引用されている。
16）　Id. at 716 （Rule 193）.
17）　Id. at 501.
18）　A. BERRIEDALE KEITH, A DIGEST OF THE LAW OF ENGLAND WITH REFERENCE TO THE CONFLICT 





















20）　Id. at 533 n. （i）, 535 n. （u）.
21）　前掲注 15、および後述四参照。See also Carleton Kemp Allen, Status and Ca-
pacity, （1930） 46 L. Q. R. 277, 301-302.
22）　F. A. Mann, Legitimation and Adoption in Private International Law,（1941）
57 L. Q. R. 112.
23）　チェシャーも、1938 年刊行の自著の第 2 版において、養子制度が制定法により
導入されてからは、外国養子縁組の当事者の身分も承認されることになる、とする。
G. C. CHESHIRE, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 144 （2nd ed. 1938）.


















1926 年養子法 2 条 5 項に見出すことができる。同項は、つぎのように定める。
24）　Mann, supra note 22, at 123.
25）　MARTIN WOLFF, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 407 （1945）.
26）　G. C. CHESHIRE, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 524 （3rd ed. 1947）も同旨。
27）　Hugo Löhning, Adoption under English and German Law, （1950） 3 I. L. Q. 267, 
277 も同旨。
28）　WOLFF, supra note 25, at 407-408.
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ついての規定をなんら有していないとしながらも 31）、2 条 5 項をイングランド
裁判所の管轄権に関する規定と解することで、渉外事案が同国で問題となりう
ることを示唆するのである。
　1926 年養子法の施行日である 1927 年 1 月 1 日以来、イングランドでは、縁
組が裁判所のなす養子決定それ自体によって成立する（1 条 1 項）。そのため、
イングランド裁判所が養子決定をなしうる範囲を定める 2 条 5 項を管轄権に
29）　マンが論文を公表した 1941 年当時、1926 年養子法 2 条 5 項は 1939 年養子取締





ある 1930 年スコットランド養子法（Adoption of Children （Scotland） Act 1930, 20 & 
21 Geo. 5, c. 37）が施行されていたことから、統一的な養子実質法の存在が背景に
あるものと推定できる。
30）　Mann, supra note 22, at 123. WOLFF, supra note 25, at 407、CHESHIRE, supra note 
26, at 523 も同旨。 
31）　Mann, ibid.





である 32）。同法 2 条 5 項に相当する規定は、すでに養子制度委員会（Child 
Adoption Committee）が 1925 年に公表していた養子法案の草稿（draft）33）に
みられる。けれども、そこでは未成年者がイギリス臣民であることは要求され
ていない 34）。「イギリス臣民」という文言は 1926 年 3 月 15 日の庶民院討議委





には撤回されている 36）。その後、1926 年 7 月 28 日の貴族院第二読会（Second 
32）　1926 年養子法の制定に至るまでイングランドにおいてどのような動きがあった
かについては、わが国でもいくつか紹介するものがみられる。たとえば、穂積重遠
「英露に於ける養子制度の採用と復活」法学協会雑誌 46 巻 12 号（1928 年）15-39 頁、





33）　これは、Child Adoption Committee, Second Report （Cmd. 2469, 1925）に添付さ
れている。





35）　A bill to make provision for the adoption of infants. c. 2. （5）. これは草稿（前掲注
34 参照）と全く同じである。









て、生地主義によるイギリス臣民（British subject jure soli）に限定されるべ








Committee A on the Adoption of Children Bill with the Proceeding of the Commit-
tee （HC 1926, 40） 5.
37）　Hansard H. L. Vol. 65 Col. 324 （28 Jul. 1926）. その直前、同年 7 月 21 日の第二読
会議事録では、この法律が国内の異法地域であるスコットランドや北アイルランド
には適用されないことが強調されており（Hansard H. L. Vol. 65 Cols. 127, 129-130 
（21 Jul. 1926））、イングランド裁判所が養子決定をなしうる範囲を地理的に限定す
る必要があったことがうかがえる。
38）　O. KAHN-FREUND, THE GROWTH OF INTERNATIONALISM IN ENGLISH PRIVATE INTERNATIONAL LAW 
67 （1960）.
39）　J. H. C. MORRIS AND OTHERS, DICEY’S CONFLICT OF LAWS 459 （7th ed. 1958）. See also 
KAHN-FREUND, id. at 66-67.
40）　ちなみに 1926 年養子法は、国内土地管轄の原因としても申請当時の申請者または
未成年者の居所地を挙げる（8 条 1 項）。これについてはまた、Committee on Child 
Adoption, Report of the Committee on Child Adoption（Cmd. 1254, 1921） para. 28
も参照せよ。
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たのではないだろうか 41）。
　以上から、1926 年養子法 2 条 5 項がイングランド裁判所の管轄権を定めて
いると解するとしても、それが同裁判所で渉外事案が問題となることをも意図
していたとは、必ずしもいえないように思われる。その後、1949 年養子法

















42）　12, 13 & 14 Geo. 6, c. 98.
43）　山本・前掲注 7・22-23 頁。また、山本正憲「一九五〇年イギリス新養子法」同
『養子法の研究　Ⅳ』（法律文化社、1989 年）13 頁も参照せよ。
 　これまでみてきた 1926 年養子法、1930 年スコットランド養子法、1939 年養子取
締法、および 1949 年養子法の統合的法律である 1950 年養子法のもとでは、裁判所
は、「イングランドもしくはスコットランドにドミサイルを有する者」による申請に
もとづいて養子決定をなしうるが（1 条 1 項）、このような養子決定は、「申請者お
よび未成年者がイングランドに居住している」か、それらの者が「スコットランド
に居住している」のでないかぎりは、してはならないとされる（2 条 5 項）。シュミ
ットホフはこれを整理して、申請者がイングランドにドミサイルを有し、かつ、申
請者および未成年者がイングランドに居住している場合には、イングランド裁判所
は養子決定をなしうるとする。CLIVE M. SCHMITTHOFF, THE ENGLISH CONFLICT OF LAWS 























子法 2 条 5 項は、管轄原因として申請者（養親）がイングランド（ウェール
ズを含む）にドミサイルを有すること求めており 46）、これを敷衍すると、準拠
44）　WOLFF, supra note 25, at 407.
45）　前掲注 17、およびそれに伴う本文を参照せよ。
46）　ただし、マンらの解釈（前掲注 30、およびそれに伴う本文参照）に従えば、外






















CHESHIRE, supra note 26, at 524.
47）　Id. at 523-524; J. H. C. MORRIS AND OTHERS, DICEY’S CONFLICT OF LAWS 511 （Rule 123
（1））（6th ed. 1949）; R. H. GRAVESON, THE CONFLICT OF LAWS 169-170 （3rd ed. 1955）.
48）　1930 年スコットランド養子法は、1950 年養子法により廃止されるまで、スコッ
トランドにおいて効力を有していたと考えられる。1950 年養子法 46 条 1 項別表 4
参照。
49）　See Gilbert D. Kennedy, Adoption in the Conflict of Laws, (1956) 34 CAN. BAR 
REV. 507, 521.

















Some Recent Developments in the English Private International Law of Adoption, 
in WERNER FLUME AND OTHERS （eds）, INTERNATIONALES RECHT UND WIRTSCHAFTSORDNUNG 
（Festchrift für F. A. Mann zum 70. Geburtstag am 11. August 1977） 241, 246 （1977）.
51）　Kennedy, id. at 523-529. ケネディはここで、同じカナダのファルコンブリッジの
見解 (John D. Falconbridge, Adoption under Foreign Lex Domicilli: Status of Ad-
opted Child: Meaning of “Child”, （1940） 18 CAN. BAR REV. 491, 493, 495; John D. Fal-
conbridge, Legitimation by Adoption or Recognition, （1941） 19 CAN. BAR REV. 37, 
39）に依拠する。See also KAHN-FREUND, id. at 83-88. 
52）　[1965] 1 Ch. 831, 843 per Lord Denning M. R. 本判決については、海老沢・前掲注
12・24-25 頁、および金汶淑「外国養子決定の承認における手続法的アプローチの
試み（二）・完」法学論叢 150 巻 6 号（2002 年）26-30 頁に紹介がある。
53）　上述二1参照。
54）　上述二2参照。


















57）　この立場は、ヴォルフが 1950 年に刊行した自著の第 2 版においても維持されて
い る。MARTIN WOLFF, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 400-401 （2nd ed. 1950）. ほ か に、
SCHMITTHOFF, supra note 43, at 296-299 も同旨か。ただしシュミットホフは、イング
ランド裁判所の管轄権（直接的裁判管轄権）を基礎付ける（とりわけ未成年者の）
居所地につき、これを柔軟に解釈することを主張している（Id. at 297）。




法の適用排除とを主張している。KAHN-FREUND, supra note 38, at 65-66.
60）　前掲注 47 に掲げた諸文献と、注 50 のそれとを対比せよ。イングランドでは、
















由も必要性もないと批判したのが、おそらく最初である。See MORRIS AND OTHERS, su-
pra note 39, at 459.
 　これに対しグレイブソンは、この提案がイングランド裁判所の養子決定の外国に
おける承認可能性を高めること（これについてはまた、CHESHIRE, PRIVATE INTERNA-
TIONAL LAW 441 （6th ed. 1961）も参照せよ）、および、外国法によるべき事案で、他
の事案以上に養子縁組の事案では外国法の証明問題が回避されるべきであるとする
理由はない、と反論する。R. H. Graveson, The Seventh Dicey, （1959） 8 I. C. L. Q. 1, 
9.
61）　[1968] Ch. 204, 210-211 per Goff J. 本判決については、川上太郎「渉外養子決定
に関するイギリスの一判例」西南学院大学法学論集 1 巻 3 号（1968 年）13 頁以下、
植松・前掲注 2・19-20 頁注 15、および鈴木・前掲注 3・15-17 頁に紹介がある。
62）　In re N (Children) (Adoption: Jurisdiction), [2015] EWCA Civ. 1112, [2016] 2 W. 
L. R. 713, 745-746 （[102]-[103]） per Sir James Munby P. See also LORD COLLINS OF 
MAPESBURY AND OTHERS, DICEY, MORRIS AND COLLINS ON THE CONFLICT OF LAWS 1246 （[20-109]） 
（15th ed. 2012）; CHESHIRE, NORTH & FAWCETT, supra note 4, at 1211.
63）　さらに近時は、養子縁組が実親の身分に影響を与えうることから、実親の属人法
をも考慮すべきかどうかが議論されている。See Alex Laing, Adopting foreign chil-
dren: Part II: a counter-argument - choice of laws, （2015） 45 FAM. LAW 703, 705; 
CHESHIRE, NORTH & FAWCETT, id. at 1212.















に 19 世紀中には判例法上確立していた、とマンはいう 67）。1926 年準正法では
この要件が緩和され、同法 8 条 1 項は、非嫡出子の父がその母との婚姻当時
に後婚準正を認める国にドミサイルを有するならば、その非嫡出子は、父母の
婚姻によって本法施行日（1927 年 1 月 1 日）か婚姻の日のいずれか遅い日か
らイングランドおよびウェールズにおいても嫡出子とみなされるとした。また、
非嫡出子の父がその母との婚姻当時にイングランドもしくはウェールズにドミ




65）　See Mann, supra note 22, at 112 ff.
66）　16 & 17 Geo. 5, c. 60. この制定法については、山本正憲「イギリス準正法」岡山
大学法経学会雑誌 12 巻 1 号（1962 年）77 頁以下を参照せよ。

















ケネディやカーン・フロイント、モリスがその典型であり、In re Valentine’s 









である」、と述べている。KAHN-FREUND, supra note 38, at 66.
70）　In re Luck, [1940] Ch. 864. 本件は養子準正の事案であるが、マンはこれを認知準
正の事案と位置付け、養子縁組の国際私法上の取扱いを論じる際の直接的な先例に
はなりえないとする。Mann, supra note 22, at 118-122. なお、In re Luck 事件判決
については、本浪章市「準正の準拠法と外国準正子の相続に関する英国国際私法」
同・前掲書（注 10）・125-132 頁、および同・前掲注 10・179-189 頁に紹介がある。















71）　上述二2参照。See also MORRIS AND OTHERS, supra note 47, at 513; Löhning, supra 
note 27, at 277; CHESHIRE, PRIVATE INTERNATIONAL LAW 402-403 （4th ed. 1952）; GRAVESON, 
supra note 47, at 170; Gareth H. Jones, Adoption in the Conflict of Laws, （1956） 5 I. 
C. L. Q. 207, 209.
72）　WOLFF, supra note 25, at 408. CHESHIRE, id. at 402-403 も同旨か。もっともヴォル
フは、父が自らの非嫡出子を養子とする養子準正の場合には、他の形式の準正と区
別して扱うべきでないから、In re Luck 事件判決に従い、例外として子の属人法が
調査される必要はない（縁組当時の父のドミサイルの法による）とする。WOLFF, 
ibid. 
73）　Kennedy, supra note 49, at 541.
74）　Mann, supra note 22, at 127. See also MORRIS AND OTHERS, supra note 47, at 512-
514.; Jones, supra note 71, at 212-213. GRAVESON, supra note 47, at 172-173も同旨か。































例外を認めている。SCHMITTHOFF, supra note 43, at 299-300.
76）　たとえば、GRAVESON, supra note 47, at 169-170 など参照。
